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中期経営計画「躍進２０１３」について 

～世界に挑戦、新たな成長～ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、中期経営計画「躍進２０１３」（以下「躍進２０１３」という）を

決定しましたのでお知らせいたします。 

 

当社は、「躍進２０１０」（2009年度および2010年度を対象とした中期経営計画）における基本戦略

「環境変化に即応した事業構造の変革」を推進した結果、リーマンショック後の事業環境激変の中、

計画を達成する事が出来ました。 

2011 年３月 11 日に発生した東日本大震災の影響を見極めるため、中期経営計画の策定を見合

わせましたが、2011年度は、「躍進２０１０」における具体的施策である「３つの守りと４つの攻め」、「機

能ある取引へのシフト」を推進し、過去最高の経常利益を達成する事ができました。 

 

今般、成長戦略を継続・推進すべく、2015 年度を展望した「躍進２０１３」（２０１２年度および２０１３

年度を対象とする２カ年間の中期経営計画）を策定いたしました。「連結グローバル経営」と「新規開

発･投資、Ｍ＆Ａ」を両輪とした「経営基盤強化」を推進し、「高機能・高専門性を基盤として進化する

企業集団」として更なる企業価値の向上を目指します。 

 

添付資料 ： 中期経営計画「躍進２０１３」 

 

以  上 



蝶理 株式会社
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中期経営計画「躍進２０１０」総括

変化に即応 新たな挑戦～変化に即応、新たな挑戦～
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中期経営計画「躍進2010」 総括Ⅰ

中期経営計 「 進 概

中期経営計画「躍進2010」 総括

中

Ⅰ

Ⅰ

1 中期経営計画 「躍進 2010」 概要

「高機能・高専門性を基盤として常に進化する企業集団」の実現を目的に、「人材の育成と活性化」

「コンプライアンス経営の推進 （OPEN ＆HONEST) 」を両輪に「環境変化に即応した事業構造の変革」

中
期
経
営
計

2 2011年度概要

を基本戦略として諸施策を推進

計
画
「躍
進
２2 2011年度概要

2011年3月11日に発生した東日本大震災の影響を見極めるため、同年4月に開示を予定していた

中期計画の策定を一年延長

０
１
０
」
総
括

2011年度は「躍進２０１０」の「３つの守りと４つの攻め」の継続と「機能ある取引へのシフト」を推進

過去最高益を更新

括
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中期経営計画「躍進2010」 総括Ⅰ

中

中期経営計画「躍進2010」 総括Ⅰ

Ⅰ3 中期経営計画「躍進２０１０」 実績

（億円）

「躍進2010」実績 2011年度実績

計 画 実 績 当初公表 実 績

中
期
経
営
計計 画 実 績 当初公表 実 績

売 上 高 2,300 2,221 2,300 2,178

経 常 利 益 50 53 58 61

計
画
「躍
進
２50 53 58 61

当 期 純 利 益 30 54 34 35

総 資 産 660 644 660 675

０
１
０
」
総
括

自 己 資 本 229 256 282 286

経 常 利 益 R O A （ * 1 ） 8% 8% 9% 9%

当 期 純 利 益 R O A （ * 2 ） 5% 8% 5% 5%

括

(*1)経常利益ROA=経常利益÷総資産

当 期 純 利 益 R O A （ * 2 ） 5% 8% 5% 5%

自 己 資 本 比 率 35% 40% 43% 42%
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中期経営計画「躍進2010」 総括Ⅰ

中

中期経営計画「躍進2010」 総括Ⅰ

Ⅰ4 ３つの守り、４つの攻め

「躍進２０１０」において、「高機能・高専門性を基盤として常に進化する企業集団」と「更なる企業価値の
増大」を目指し、７つの具体的対策「３つの守り・４つの攻め」を推進

中
期
経
営
計

３つの守り

1 在庫圧縮

在庫圧縮を図る 方 戦略的な保有および加工期間の

1 機能ある取引の拡大

営業利益・経常利益・当期利益は躍進計画を達成

４つの攻め

計
画
「躍
進
２在庫圧縮を図る一方、戦略的な保有および加工期間の

長期化・生産スペース確保で在庫やや増加

在庫回転日数 2008年度 14日 2011年度 17日

貿易比率は75%へ上昇

2 東アジアとの取組強化・拡大

ダッカ・マニラ・ムンバイ・ソウル・武漢・貴陽に

０
１
０
」
総
括2 コンプライアンスと与信強化

大口先の貸倒発生が無く、件数も減少と
リスクのミニマイズを実現

貸 倒 損 失 2008年度 3.2億円 2011年度 0.3億円

武漢 貴陽
新規拠点を設置

取扱高 2008年度 1,117億円 2011年度 1,307億円

3 事業投資

括

3 経費削減

2011年度販管費／売上総利益比率は改善

販管費売上総利益比率 2008年度 71% 2011年度 70%

合計20億円の事業投資を実行

4 人材育成と活性化

人事制度の刷新、採用拡大（2012年度新卒47人）
Let’s教育システムのスタート

5

販管費売上総利益比率 2008年度 71% 2011年度 70% Let s教育システムのスタート



長 期 経 営 展 望長 期 経 営 展 望
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2020年の情勢分析Ⅰ

２

2020年の情勢分析Ⅰ

Ⅰ

■ 世界経済を牽引してきた欧米日の経済力は相対的に低下し、代ってアジアの新興国経済圏が活発化
世界経済の中心を占めることとなる

世界経済
２
０
２
０
年
の

■ 「世界の工場」から「世界の市場」へのシフト

中国経済

の
情
勢
分
析

■ 第12次5カ年計画(2011年～2015年)の「内需拡大路線＝消費市場経済への転換」

ASEAN経済

■ 中国製造業が移転 中国市場への供給基地化へ

■ 都市への人口集中、都市化の進展、富裕層の拡大

■ 人口ボ ナスを享受する期間■ 人口ボーナスを享受する期間

■ ASEANにおけるFTA（自由貿易協定）が拡大
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2020年の情勢分析Ⅰ

２

2020年の情勢分析Ⅰ

Ⅰ

日本経済

●人口減少期に入り、少子高齢化が本格的に進行

●国内マーケット拡大は緩やかで、製造業の空洞化

２
０
２
０
年
の

●企業の海外進出、M&Aが増加
の
情
勢
分
析

穏やかな成長、経済のサービス化進展

製造業の苦戦、海外進出と空洞化

投資による貿易外収入に依存

M&A・海外投資が加速
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長期方針Ⅱ

方向 長

長期方針Ⅱ

Ⅱ

高機能・高専門性を基盤とした事業範囲のグローバル拡大

1 方向 長
期
方
針

2 事業範囲の拡大

生活関連・・・生活消費、生活文化、健康・少子高齢化

産業関連・・・環境・省資源、先端材料、産業機器

以上の生活関連および産業関連をグローバル展開

3 経営原則の制定

以上の生活関連および産業関連をグロ バル展開

事業範囲を拡大させながら、経営の長期継続安定性を

確保するため、経営方針に基づき経営原則を定める
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中期経営計画「躍進２０１３ 」

世界に挑戦 新たな成長
（２０１２．４．１ – ２０１４．３．３１）

～世界に挑戦、新たな成長 ～

10



中期経営計画の位置付けⅠ

新生経営計画
（02.4－05.3）

躍進2006
（05.4－07.3）

躍進2008
（07.4－09.3）

躍進2010
（09.4－11.3）

躍進2013
（12.4.1－14.3.31）

中

中期経営計画の位置付けⅠ

Ⅰ

（億円）

４期連続過去

世界に挑戦、
新たな成長

中
期
経
営
計

3,100

3,674

2,995

最高益更新
計
画
の
位
置
付

過去最高益
再び更新

2,422
2,233

2,321
2,521

2,230

1,911

2,600

2,178
2,3002,221

70

63

90
付
け

再び更新

6057

49

45

34

6361

47
53

02 03 04 05 06 07 08 09 10

34

29
13

11 12 13 15

11

連結売上高 連結経常利益
計画 ビジョン



基本戦略 概要Ⅱ

基

基本戦略 概要Ⅱ

Ⅱ

高機能・高専門性を基盤として進化する企業集団

基
本
戦
略

概概
要

連結

グローバル経営
経営基盤強化

新規開発・投資

Ｍ＆Ａ
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連結計数計画Ⅲ

（億円）

主 計数 実績 計 連

連結計数計画Ⅲ

Ⅲ

主要計数 実績 計画

2011年度 2012年度 2013年度

売 上 高 2 178 2 300 2 600

連
結
計
数
計

売 上 高 2,178 2,300 2,600

経 常 利 益 61 63 70

当 期 純 利 益 35 40 45

計
画

当 期 純 利 益 35 40 45

総 資 産 675 690 770

自 己 資 本 286 320 357自 己 資 本 286 320 357

経 常 利 益 R O A （ * 1 ） 9% 9% 9%

当 期 純 利 益 R O A （ * 2 ） 5% 6% 6%当 期 純 利 益 R O A （ ） 5% 6% 6%

自 己 資 本 比 率 42% 46% 46%

(*1)経常利益ROA=経常利益÷総資産
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(*2)当期純利益ROA=当期純利益÷総資産



2015年ビジョンⅣ

２

2015年ビジョンⅣ

Ⅳ
売上高3,100億円、経常利益90億円を目指す

主要計数 2015年ビジョン

（億円）

２
０
１
５
年
ビ

売上高3,100億円、経常利益90億円を目指す

売 上 高 3,100

経 常 利 益 90

ビ
ジ
ョ
ン

当 期 純 利 益 58

総 資 産 960

自 己 資 本 446

経 常 利 益 R O A （ * 1 ） 9%

当 期 純 利 益 R O A （ * 2 ） 6%

自 己 資 本 比 率 47%

14

(*1)経常利益ROA=経常利益÷総資産

(*2)当期純利益ROA=当期純利益÷総資産



基本戦略 （経営基盤強化）Ⅴ

事業基盤強 基

基本戦略 （経営基盤強化）Ⅴ

Ⅴ

1 事業基盤強化

事業の継続的見直し・入替

基
本
戦
略

（
経躍動感を持った事業運営を目的に、不断の事業の見直しを行い常に将来を見据えた事業ポートフォリオを設計

高いROA水準を維持

経常利益ROA 2011年度 9% 2013年度 9%

経
営
基
盤
強

経費圧縮

聖域を設けずあらゆる経費の「見える化」を通じて、たゆまぬ無駄の削減を推進

強
化
）

リスク資産の適正管理

販管費比率 2011年度 70% 2013年度 70%

収益に見合った、在庫リスク・信用リスク・投資リスクの適正管理とリスクのミニマイズ

在庫回転日数 2011年度 17日 2013年度 14日
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基本戦略 （経営基盤強化）Ⅴ

的基盤強 基

基本戦略 （経営基盤強化）Ⅴ

Ⅴ

2 人的基盤強化

グ バ に活躍 きる人材 確保 育成 将来 幹部候補 ある課長層 拡大 内部統制シ ム 充実

基
本
戦
略

（
経グローバルに活躍できる人材の確保・育成、将来の幹部候補である課長層の拡大 内部統制システムの充実

人材教育
コンプライアンス・

人材確保

経
営
基
盤
強人材教育

ンプライアンス
ガバナンス力の強化

人材確保 強
化
）
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基本戦略 （連結グローバル経営）Ⅴ

連単倍率 拡大 基

基本戦略 （連結グロ バル経営）Ⅴ

Ⅴ

1 連単倍率の拡大

連単倍率拡大が事業戦略の主要テーマ

基
本
戦
略

（
連経常利益連単倍率 連
結
グ
ロ
ー

2011年度 1.1倍 2013年度 1.2倍 2015年度 1.3倍

2 海外事業強化

OWN取引の拡大

ー
バ
ル
経
営
）

OWN取引比率

海外事業推進

2011年度 12% 2013年度 16% 2015年度 20%

■海外事業推進室の設置 ■海外事業推進基金の設立
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基本戦略 （連結グローバル経営）Ⅴ

ジ 経済 事業 拡大 基

基本戦略 （連結グロ バル経営）Ⅴ

Ⅴ

3 アジア経済圏事業の拡大 基
本
戦
略

（
連中国ビジネスの 連
結
グ
ロ
ー

中国ビジネスの

進化・拡大

ー
バ
ル
経
営
）

CHINA＋１

（ASEAN～インド）

東南アジア事業

統括の設置

アジア消費市場への

参入・拡大
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基本戦略 （連結グローバル経営）Ⅴ

グ バ 適 達 産 売網 構築 基

基本戦略 （連結グロ バル経営）Ⅴ

Ⅴ

4 グローバル適地調達・生産・販売網の構築

事業HQ（一部）のアジア（適地）移転

基
本
戦
略

（
連生産拠点網の整備・拡充（中国・ASEAN）

海外拠点網の整備・拡充（ダッカ・マニラ・ムンバイ・ソウル・武漢・貴陽）

連
結
グ
ロ
ー

5 現地マネジメント力の強化

内部統制 諸規程の整備

ー
バ
ル
経
営
）内部統制・諸規程の整備

現地資金調達力の強化

シ タ 国際間移動ナショナルスタッフの国際間移動
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基本戦略 （新規開発・投資 M&A ）Ⅴ

新規開発 投資 基

基本戦略 （新規開発 投資、M&A ）Ⅴ

Ⅴ

1 新規開発・投資

成長分野に向けた開発テーマの推進と事業投資

基
本
戦
略

（

2 M&A

中長期開発テーマ推進委員会の設置 新
規
開
発
・2 M&A

事業範囲の拡大・連単倍率拡大を目的にＭ＆Ａを推進

投
資
、
Ｍ
＆
ＡＡ
）

Ｍ＆Ａ推進委員会の設置
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事業戦略 （繊維）Ⅵ

計 概 事

事業戦略 （繊維）Ⅵ

Ⅵ

1 計画概要

実績 計画

2011年度 2012年度 2013年度

（億円）

事
業
戦
略

（2011年度 2012年度 2013年度

売 上 高 1,194 1,320 1,465

経 常 利 益 33 35 39

繊
維
）

2 重点施策（繊維素材）

世界４極（日本・中国・アジア・欧米）でのグローバル展開の加速世界４極（日本 中国 アジア 欧米）でのグロ バル展開の加速

日本国内でのシェア拡大と成長市場への拡販

高付加価値商材の輸出再強化と世界最適地調達の深耕高付加価値商材の輸出再強化と世界最適地調達の深耕

「安全・安心」「環境」「健康」をキーワードとした商材開発

グローバル化とコスト競争力強化の推進
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グローバル化とコスト競争力強化の推進



事業戦略 （繊維）Ⅵ

重点施策 繊維製 事

事業戦略 （繊維）Ⅵ

Ⅵ

3 重点施策（繊維製品） 事
業
戦
略

（

ローコストオペレーションを基盤としたＯＥＭ事業の深耕

繊
維
）

選択と集中の推進 日本国内での成長企業との取組拡大

蝶理オリジナル環境商材の開発

海外市場での売上比率拡大（中国国内販売の積極拡大）

ASEANでの生産基盤強化
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事業戦略 （化学品・機械）Ⅵ

計画概要 事

事業戦略 （化学品 機械）Ⅵ

Ⅵ

1 計画概要

実績 計画

2011年度 2012年度 2013年度

（億円）

事
業
戦
略

（2011年度 2012年度 2013年度

売 上 高 1,130 1,020 1,250

経 常 利 益 21 23 34

化
学
品
・
機
械

2 重点施策

成長分野・市場への経営資源の重点投入

械
）

成長分野 市場への経営資源の重点投入

差別化商材・高付加価値商材の強化・拡大

事業開発の加速化 150億円規模の新事業創出事業開発の加速化 150億円規模の新事業創出

中国市場強化・拡大

新興国市場開発
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新興国市場開発



事業戦略 （中国事業）Ⅵ

計 概 事

事業戦略 （中国事業）Ⅵ

Ⅵ

1 計画概要

実績 計画

2011年度 2012年度 2013年度

（億円）

事
業
戦
略

（2011年度 2012年度 2013年度

取 扱 高 992 1,060 1,160

中
国
事
業
）

2 重点施策

蝶理（中国）商業有限公司を核とした国内販売・ASEANとの貿易拡大

全拠点を統括する総代表制度 各拠点の独自活動との調和

拠点と要員の拡充

本社機能の一部移管による業務の迅速化、高収益性の追求
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東レとのシナジーⅦ

繊維事業 東

東レとのシナジⅦ

Ⅶ

中国における繊維製品・原料の取扱拡大

高機能原料の取扱拡大

1 繊維事業 東
レ
と
の
シ
ナ高機能原料の取扱拡大

縫製品事業での連携

資材分野での取組み強化

ナ
ジ
ー

資材分野での取組み強化

中国における原料調達の取扱拡大

2 化学品・機械事業

中国 原料調 扱拡

先端材料の取扱拡大

3 グローバル展開での協働

中国

新興国(中南米・中東・ロシア)
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資本政策・その他Ⅷ

資 本 政 策 ３ 点 セ ッ ト 資

資本政策 その他Ⅷ

Ⅷ

資 本 政 策 ３ 点 セ ッ ト 資
本
政
策
・
そ

1 株式併合
そ
の
他

普通株式および第四回優先株式 １０株 １株に併合

併合に伴う単元株式数変更 １、０００株 １００株

2 配当方針

２０１２年３⽉期末配当より、業績連動型の配当⽅針に変更

連結配当性向２０％⽬処（連結当期純利益ベース）

実績 計画

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

連 結 当 期 純 利 益 32億円 29億円 54億円 35億円 40億円 45億円

配 当 基 準 一株当たり2.0円配当 連結配当性向20%

一 株 当 た り
配 当 金 （ 参 考 ）

2.0 円 2.0 円 2.0 円 2.9 円 32 円 36 円
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配 当 金 （ 参 考 ）

(*1)2012年度および2013年度の一株当り配当金は株式併合後基準

(*2)一株当り配当金に係る発行済普通株式総数は2012年3月期末をベースとして算出



資本政策・その他Ⅷ

資

資本政策 その他Ⅷ

Ⅷ

自 株式 取得 資
本
政
策
・
そ

3 自己株式の取得

⾃⼰株式（普通株式）を取得し、保有する

得 式総数（ ） （ 済 式総数 ） そ
の
他

① 取得する株式総数（上限） １、０００万株（発⾏済株式総数の４％）

② 取得価格の総額（上限） １２億円

③ 取得期間 ２０１２年４⽉２３⽇〜２０１３年４⽉２２⽇（１年間）③ 取得期間 ２０１２年４⽉２３⽇〜２０１３年４⽉２２⽇（１年間）

企業業績・成果との連動性をより⾼めた役員報酬体系へ

役員退職慰労金制度の廃止
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本資料で記述されている業績予想並びに将来予測は、本資料の発表日現在

において入手可能な情報に基づき作成したものです。

本資料において当社の将来の内容・業績を保証するものではありません。
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